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１．計画策定の概要 
 

（１）計画策定の背景と⽬的 

近年、人口減少や少子高齢化の進行、既存の住宅等建築物の老朽化、居住形態の多様化など、 

社会構造やニーズの変化に伴い、居住その他の使用がなされていない空家等が年々増加してお

り、全国的な問題となっています。 

利尻町（以下、「本町」といいます。）においても、急激な人口減少による過疎化・少子高齢化

が進行し、今後も空家が増加していくことが見込まれます。 
適切な管理が行われていない空家等は、家の劣化を進行させ、屋根や外壁の飛散、倒壊のお

それがあるほか、防災、公衆衛生、景観の阻害など、町民の生活環境に深刻な影響を及ぼしか

ねません。 

本町では定住・移住対策を推進しており、令和 2年 7月に定住移住支援センター「ツギノバ」

を開設し、定住・移住の相談等の問い合わせも増加傾向にあります。一方で、定住・移住希望

者に住居等の情報を紹介する仕組みが不十分であり、今後空家等の利活用も含めた移住者受入

れ促進に向けた住宅施策を強化していくことが求められます。 

国においては「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空家特措法」といいます。）

が平成 27 年 5 月に全面施行され、具体的な法制度や手続きや手順が整備されました。この中

で、市町村が空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、国の基本指針に即して

「空家等対策計画」を定めるなど必要な措置を適切に講ずるよう努めることが地方自治体の責

務とされています。 
以上を踏まえ、適切な空家等の管理による町民の生活環境の保全に加えて、空家等の利活用

による定住・移住を促進し、町民が安心して暮らせる良好な住環境の整備を図ることを目的と

して「利尻町空家等対策計画」を策定します。 
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（２）計画の位置づけ 

本計画は、空家特措法第 6 条第 1 項の規定に基づき、国の基本指針に即して、本町の空家等

に関する対策を総合的かつ計画的に推進するための計画です。 

また、道が定める「空き家等対策に関する取組方針」（平成 27年 12月）を参考にしながら、

「利尻町未来共創ビジョン（第６次利尻町総合振興計画基本構想）」（平成 31年 2月）、「利尻町

長寿命化計画」（平成 29年 2月）等の関連計画とも整合性を図り、空家等対策を推進します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○空家等対策の推進に関する特別措置法 
○空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

空き家等対策に関する取組⽅針 

国 

道 

第 6 次利尻町総合振興計画基本構想 

関連計画 
・利尻町⻑寿命化計画 
・その他の計画 

町 

利尻町空家等対策計画 
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（３）空家等に関する対策の対象とする地区 

本町全域を計画の対象地区とします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）計画期間 

計画期間は 2021年度から 2025年度までの 5年間とします。なお、社会情勢の変化や空家等

の状況を踏まえ、適時見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

（５）対象とする空家等の種類 

対象とする空家等の種類については、法第 2 条第 1 項及び同条第 2 項の規定に基づく「空家

等」、「特定空家等」とします。 

 

■空家等【空家特措法第 2 条第 1 項】 
建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。 

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

■特定空家等【空家特措法第 2 条第 2 項】 
①倒壊及び保安上危険となるおそれのある状態  

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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２．利尻町における空家等を取り巻く現状 
 

（１）利尻町の⼈⼝動向 

本町の人口は、1955年の 10,025人をピークに、2015年国勢調査で 2,303人、2020年 10月

末の住基人口ベースで 1,964人と、人口減少が年々加速化しています。 

国立社会保障・人口問題研究所における将来推計人口（平成 30年（2018年）推計）による

と、2045年には 700人台となる見込みとなっています。 

人口構成比では、2015 年で 65 歳以上の高齢者の割合は 38.0％（10 年前の同調査と比較し

て 14.3％の上昇）と全国平均を大きく上回っています。現状のまま推移すれば、高齢化率が 45％

を超えることが予想されています。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

出典：利尻町未来共創ビジョン（第６次利尻町総合振興計画基本構想）（平成 31 年 2 ⽉） 
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（２）利尻町の住宅の現状 

１）住宅所有関係別世帯数 
本町の住宅の所有は、2015 年国勢調査で持ち家が 64.8%、公営等住宅が 14.6%、給与住宅

（会社・団体等が管理する住宅）が 13.4%となっています。 

一方、うち 65 歳以上の高齢者がいる世帯では、持ち家が 90.8%と持ち家率が高く、今後、空

家が増加していくことが予想されます。 

 
●住宅所有関係別世帯数 

 

 

 

 

 
 

 

  

持ち家

公営・都市

再生機構・

公社の借家

民営の借

家
給与住宅

1,150 1,109 1,090 745 168 23 154 19 41

(100% ) (96.4% ) (94.8% ) (64.8% ) (14.6% ) (2.0% ) (13.4% ) (1.7% ) (3.6% )

588 580 579 534 34 3 8 1 8

(100% ) (98.6% ) (98.5% ) (90.8% ) (5.8% ) (0.5% ) (1.4% ) (0.2% ) (1.4% )

住宅以外

に住む一

般世帯

総数

世帯

うち65歳以上

のいる世帯

主世帯

住宅に住む一般世帯

間借り

出典：2015 年国勢調査 
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２）住宅の構造・建築年次別⼾数 
本町家屋データより、利尻町の住宅用建物（一般住宅、漁業者住宅、併用住宅、その他）※の

構造は 97.4％が木造となっています。 

建築年次では、古いものでは明治時代、大正時代に建てられています。1964年（昭和 39年）

の沓形大火後に建築された住宅がいまでも多く残されており、築 50 年以上が 350 戸（全体の

35.8％）となっています。その後 2003年ごろまでの住宅が年 10～30 軒程度ありますが、2004
年以降の住宅が少なくなっている現状です。 

今後、老朽化した木造家屋については改修費が高くなるため、解体・撤去等が進むことが予

想されます。 
 

●住宅の構造・建築年次別⼾数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ⽊造 コンクリート
ブロック造 鉄⾻造 鉄筋コンク

リート造 
鉄⾻鉄筋コン
クリート造 計 

明治〜⼤正 48 0 0 0 0 48 (4.9%) 
昭和元〜20 年 46 0 0 0 0 46 (4.7%) 
昭和 21〜40 年 155 0 0 0 0 155 (15.7%) 
昭和 41〜55 年 303 10 0 0 0 313 (31.7%) 
昭和 56〜63 年 137 5 1 1 1 145 (14.7%) 
平成元年以降 273 4 0 3 1 281 (28.4%) 

［参考］ 
築 50 年以上 350 4 0 0 0 354 (35.8%) 
築 30〜50 年 371 12 1 1 2 387 (39.2%) 
築 30 年以内 241 3 0 3 0 247 (25.0%) 

計 962 19 1 4 2 988 (100.0%) 

 

  

0

10

20

30

40

50

60

19
00

19
02

19
04

19
06

19
08

19
10

19
12

19
14

19
16

19
18

19
20

19
22

19
24

19
26

19
28

19
30

19
32

19
34

19
36

19
38

19
40

19
42

19
44

19
46

19
48

19
50

19
52

19
54

19
56

19
58

19
60

19
62

19
64

19
66

19
68

19
70

19
72

19
74

19
76

19
78

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

20
20

鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

鉄骨造

コンクリートブロック造

木造
昭和56年建築基準法改正

築30年以内築30～50年築50年以上

昭和39年沓形大火

※共同住宅、寄宿舎・寮・下宿は除く 

出典：利尻町家屋データ 



8 
 

（３）利尻町の空家等の現状と課題 

１）空家の現状 
本町の空家は、本町の IP 電話の未設置箇所（2020年 8月 11 日現在）と仮定すると、一般住

宅、漁業者住宅、併用住宅で計 135 件、その他、寄宿舎・寮・下宿、倉庫・物置、旅館、料亭

等、店舗も含めると 147 件となっており、すべてが木造の建物となっています。 

住宅総数（専用住宅、併用住宅、付属家の合計（共同住宅・寄宿舎等は除く）、2021年 1月

1 日現在）は 1,176 件であり、空家率は 11.5％となっている。 
建築年次では、昭和 41～55年築の空家が多く、築 50年以上が 42.2％、築 30～50年が 44.2%

（築 30年以上の合計で 86.4%）と古い空家が多い傾向があります。 

 
●住宅分類別空家数             ●空家率 

 

 
 

 

 

 

 

 
 
●建築年次別空家数 
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倉庫:物置 =
寄宿舎A寮A下宿 3
旅館A料亭等 3
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※住宅総数は、専⽤住宅、併⽤住宅、付属
家の合計（共同住宅・寄宿舎等は除く） 

※空家数は、⼀般住宅、漁業者住宅、併⽤
住宅の合計 

※⼀般住宅、漁業者住宅、併⽤住宅のほか、
倉庫・物置、寄宿舎・寮・下宿、旅館・
料亭等、店舗を含む 
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２）空家予備軍の予測 
空家予備軍として、居住者が死去して相続放棄や相続人が遠方に住み、空家が放置されるこ

とが想定されます。 

世帯の家族類型では、2015年で高齢者の「ひとり暮らし（単独世帯）」は 65 歳以上が 212 世

帯、75 歳以上が 127 世帯、85 歳以上が 50 世帯となっています。また、「夫婦のみの世帯」（夫

婦のいずれかが当該年齢）は、65 歳以上が 228 世帯、75 歳以上が 130 世帯、85 歳以上が 34
世帯となっています。 

2019 年日本人の平均寿命は、男性 81.41 歳、女性 87.45 歳であり、85 歳で想定すると、相

続や売買等が行われなかった場合、2025年までに 257 世帯、2035年までに 440 世帯の住宅が、

新たに空家となる可能性があります（2015年時点で 85 歳以上の世帯は推計から除く）。 

 
●世帯の家族類型別世帯数 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
  

出典：2015 年国勢調査 

うち夫婦の

みの世帯

1,150 680 630 333 50 4 466 799

(100% ) (59.1% ) (54.8% ) (29.0% ) (4.3% ) (0.3% ) (40.5% ) (69.5% )

588 375 330 228 45 1 212 440

(100% ) (63.8% ) (56.1% ) (38.8% ) (7.7% ) (0.2% ) (36.1% ) (74.8% )

355 227 191 130 36 1 127 257

(100% ) (63.9% ) (53.8% ) (36.6% ) (10.1% ) (0.3% ) (35.8% ) (72.4% )

129 79 57 34 22 - 50 84

(100% ) (61.2% ) (44.2% ) (26.4% ) (17.1% ) - (38.8% ) (65.1% )

単独世帯

+夫婦の

みの世帯

総数

親族のみの世帯

非親族を

含む世帯
単独世帯

うち核家族世帯
核家族以

外の世帯

世帯数

　うち65歳以上の世帯員

　　　がいる世帯数

　うち75歳以上の世帯員

　　　がいる世帯数

　うち85歳以上の世帯員

　　　がいる世帯数



10 
 

３）空家等の対策にかかる課題の整理 
空家の外観調査、ならびに一部の物件について内部調査を実施し、自治会長等へのヒアリン

グをもとに、空家等の対策にかかる課題を整理します。 

 
①空家の発⽣の増加 
空家等が発生する要因である人口減少や少子高齢化が進展しており、今後もさらに人口の

減少が進むことが予想されています。また、高齢者の持ち家率が高いため、今後空家等の発

生が進行することが想定されます。 

一方、本町の定住・移住促進施策により、定住・移住希望者が増加している傾向にありま

す。そのため、空家等の情報の集約や空家等の流通の促進など、空家等の発生を抑制するこ

とが求められます。 

 
②空家等の⽼朽化の進⾏ 
本町の住宅は、木造家屋が多く、築 30年以上が 8 割を超えています。空家となってから長

く放置されているケースも多く、老朽化により解体等が進むことも予想されます。 

そのため、なるべく早い段階で築浅の空家等の利活用を進めるとともに、住宅の新築を促

進させることが求められます。 

 
③管理不⼗分な空家等への対応 
空家等となっても、適切な維持管理が行われていなければ劣化が著しく進行し、周辺環境

に悪影響を及ぼす特定空家等になります。町内でも屋根・外壁材等の飛散により、他人の住

宅損傷のケースが発生しています。また、空家を放置すると、空家等の利活用がしづらくな

ります。 

そのため、所有者への情報提供など、空家等の適正な管理を促す取組みことが必要です。 
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３．空家等対策の基本的な⽅針 
 

空家等の適切な管理による町民の生活環境の保全に加えて、空家等の利活用による定住・移

住を促進させるために、下記の 4つの方針で総合的かつ計画的に対策に取り組みます。 

 

基本⽅針１ 空家等の発⽣抑制及び適正な管理の推進 
 
１－１ 空家等の定期的な調査とデータベース化 

１－２ 空家等所有者等への情報提供 

１－３ 適切な空家等の管理の促進 

   

基本⽅針２ 定住・移住に向けた取組み推進 
 
２－１ 空家の流通や紹介の仕組みづくり（空家バンク） 

２－２ 定住・移住促進に向けた情報発信 

 

基本⽅針３ 空家等の利活⽤の促進 
 
３－１ お試し居住住宅の改修 

３－２ ＤＩＹ等をはじめとする住宅改修の促進 

３－３ 空家等の公的賃貸住宅としての活用 

 

基本⽅針４ 特定空家等の解体・撤去、ならびに住宅の更新 
 
４－１ 特定空家の解体・撤去の促進 

４－２ 空家の解体・撤去に伴う空地の活用 
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４．基本⽅針に基づいた具体的な施策 
 

（１）空家等の発⽣抑制及び適正な管理の推進 

１−１ 空家等の定期的な調査とデータベース化 

本町では、地理情報システム（GIS） を利用し、IP 電話の未設置箇所をもとに空家等

の情報がデータベース化されています。一方で、空家等の状況は随時変化していきますの

で、定住・移住希望者へ住居等の情報を紹介していくには、常時情報の更新が必要となり

ます。 

そこで、町民等から空家等に関する相談や情報提供等をもとに、空家等の最新の情報把

握に努めるとともに、必要に応じて空家等の実態調査を定期的に行い、空家等の利活用に

ついての所有者の意向を把握します。また、地理情報システム（GIS）のデータベースを

活用して、関係部署間での空家等に関する情報共有の円滑化と、所有者等への対応や定

住・移住希望者への情報提供等の迅速化を図ります。 

 
●空家等管理データベースの定期的な更新と情報の活⽤ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

地理情報
システム
（GIS）

関係部署間での情報共有

所有者への対応

空家バンクの発信

空家等の利活用

町民等からの相談

地域からの情報提供

空家等の実態調査

坺"堆氵%&

随時
更新

共有
活用

坺"堆氵'堛求氵円咩空家等の情報 空家等の対策への活⽤ 
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１−２ 空家等所有者等への情報提供 

特措法第３条において、「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているように、空家等の適切な

管理は、所有者等の責任において実施されることが原則です。 

そこで、所有者等による空家等の適切な管理を促進するために、季節に応じた管理方法

や空家の除却方法、適正管理のための町の支援メニューなどについて、町の広報誌やホー

ムページ、固定資産税の通知へのチラシの同封等を活用して、情報の提供を行います。 

また、空家になって早い段階で流通や利活用を進めることで住宅の劣化が抑制されるた

め、居住者の死亡や転居時、老人福祉施設への入居時などに、相続人や親族等に対して情

報提供を行います。 

 
●空家等所有者等への情報提供 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

町の広報誌

町のホームページ

固定資産税納税通知書に
同封

空家所有者等に直接送付
利尻町
役場

常時 定期的

!毳咷僶求氵' 噞

坺*堆㌡乕媼浄咷0 1 僶汗3 汔浅
求氵' 噞

空家等相談会・セミナー
等での周知

坺*堆喎咥䡎汚坺*: ;憥堆求氵' 噞

都度

居住者の死亡時 居住者の転居時 居住者の老人福祉施設への入居時

広く町⺠への周知 

空家等所有者（町外住⺠も含む） 
への周知 

空家等発⽣時や空家予備軍等への周知 
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１−３ 適切な空家等の管理の促進 

空家の放置による劣化を防ぎ、改修・修繕費の抑制を図る観点から、空家等の適切な管

理は重要です。 

空家等の所有者や町民に対して、空家等の管理や利活用、相続・家族信託などに関する

セミナーや相談会を開催することで、空家等の適切な管理の促進や空家等の利活用に向け

た意識の醸成を図ります。 

また、所有者が遠方に住んでいて管理が不十分となることも想定されているため、空家

等の定期巡回や維持管理などを行う体制整備を検討します。 
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（２）定住・移住に向けた取組み推進 

２−１ 空家の流通や紹介の仕組みづくり（空家バンク） 

移住の相談等の問い合わせが増加しているものの、定住・移住希望者等に対して住居等

の情報を紹介する仕組みが不十分な状況となっています。 

そこで、空家等の売買、賃貸を希望する所有者等からの申し込みを受けた情報を登録

し、定住移住支援センター「ツギノバ」のホームページ等において情報を公開し、定住・

移住希望者等に対して情報提供する仕組み（空家バンク制度）を構築します。 

 
●空家バンク制度の構築イメージ 

 

  

連携

定住移住支援
センター

連絡・調整

空家
所有者

貸したい
売りたい

空家の
募集

空家の
登録

定住・移住
希望者

借りたい
買いたい

利尻町役場

管理・運営

空家の
問い合わせ

空家の
情報提供

空家バンク

物件情報の登録
情報公開（随時更新）
問い合わせ・相談対応
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２−２ 定住・移住促進に向けた情報発信 

定住・移住希望者にとって、事前に町でどのような暮らしができるか、どのような仕事

があるか、どのような子育て支援や教育、医療等が受けられるかといった情報を求められ

ます。 

平成 28年に移住パンフレットを整備していますが、移住後の生活がよりイメージしや

すくなり、定住・移住希望者の増加につなげられるように、生活情報、移住者の体験談、

地域の魅力などの情報を充実させ、移住パンフレットの更新や、定住移住支援センター

「ツギノバ」のホームページ、町のホームページ等、さまざまな媒体から発信します。 

 
●移住パンフレット 
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（３）空家等の利活⽤の促進 

３−１ お試し居住住宅の改修 

定住・移住希望者から、島で暮らすことに不安を感じたり、移住する前に本町で一時的

に住んでみて暮らしを体験したいといった声が聞かれています。 

移住を検討されている方を対象に 1週間や 1カ月単位で本町での暮らしを体験できるよ

うに、町所有の空家または購入や定期借家し、「お試し居住住宅」として整備します。 
空家を「お試し居住住宅」として改修することで、定住・移住希望者、ならびに町民や

空家等所有者に空家改修の参考施工ケースとして紹介ができ、空家等の利活用の促進を図

っていくこととします。 

 
●空家を改修した漁業者向けシェアハウス 
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３−２ ＤＩＹ等をはじめとする住宅改修の促進 

DIYやセルフリノベーションを推進することで、住宅の改修費用の低減や空家等の利活

用促進につながります。 

本町では、平成 21年に策定された「第 5 次利尻町総合振興計画」で「資源蘇生による

まちづくり」を掲げ、2019年に策定された「第 6 次利尻町総合振興計画」でもその考え

方を踏まえた取組みが進められています。 

DIY等の推進にあたっては、建築廃材・古材などの地域資源を取り入れながら循環型社

会の形成に向けた取組みを推進するために、定住・移住希望者や町内建設業者とのセミナ

ー開催などを通じて、DIYの進め方や資材の仕入れ方等のノウハウを学べる機会や、DIY

等が気軽に行える環境整備を行っていきます。 

また、本町では令和 2年に住環境整備助成金制度が施行され、住宅の新築工事やリフォ

ーム工事に際して助成金を受けられます。今後、地域住民の要望に応じて、DIY等への対

応も見据えた制度の見直しも検討します。 

 
●DIY で改修した定住移住⽀援センター「ツギノバ」 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

３−３ 空家等の公的賃貸住宅としての活⽤ 

本町で、空家をその所有者から寄付を受けたり、購入や定期借家したりするなどし、町

で改修したうえで公的賃貸住宅として活用する事業を実施します。 

 
 

 

 

  



19 
 

（４）特定空家等の解体・撤去、ならびに住宅の更新 

４−１ 特定空家の解体・撤去の促進 

本町では平成 19年に廃屋等処理助成制度が施行（平成 28年に改正）され、町で廃屋等

と認定した場合に除却する際の助成金が受けられます。 

今後も空家等の増加が想定され、周辺環境に悪影響を及ぼす特定空家も増加することが

予想されます。 
そのため、特措法に基づき、「助言又は指導」の後、「勧告」、「命令」、「代執行」の手順で

実施されるよう、制度を作成します。 

「勧告」以降の措置については、利尻町空家等対策協議会を設置し、措置の内容ならびに

是非について検討します。「勧告」を受けた当該特定空家等に係る敷地は地方税法第 349 条

の 3の 2 第 1 項等の規定に基づき、固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外されます。 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

  

助⾔ 
または 
指導 

勧告 命令 代執⾏ 

利尻町空家等対策協議会 

固定資産税等の住宅⽤
地特例の対象から除外 

■特定空家等に対する措置のフロー 

報告・意⾒聴取 

⽒名等の公表 費⽤徴収 
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４−２ 空家の解体・撤去に伴う空地の活⽤ 

本町では空家の老朽化が著しく、今後解体・撤去等により受け皿となる住宅数が減少

し、そのことによっても人口減少が進行することが予想されます。 

住宅が建築されていた場所は、生活や漁業などの仕事に携わる上で多くが住宅の立地に

適していると考えられ、新たに住宅地を開発するより、空地を活用して住宅が建設されて

いくことが望まれます。 

また、新たな建築形態としてコンテナハウスやトレーラーハウスなどが普及しており、

これらは一定の住宅性能を備え、安価に建築が可能となっています。 

そのため、町の住宅政策として空地の活用や新築の斡旋を検討し、住宅数の維持に努め

ていくこととします。 

本町では令和 2年に住環境整備助成金制度が施行され、住宅の新築工事についても助成

金を受けられますが、町の住宅政策を見据えたうえで制度の見直しを検討します。 
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５．空家等の対策の実施体制とフォローアップ 
 

（１）庁内関連部署間の連携 

空家等に関する対策を総合的に推進していくために、まちづくり政策課が主管部局となり、

庁内検討会議を実施するなど関係部署や関係団体と相互に連携しながら対応していきます。 

 
■庁内の連携体制と空家等対策における連携内容 

 

  
まちづくり政策課

まち環境整備課 まち産業推進課 総務課 くらし支援課 仙法志支所

・空家等に関する相談・対応

・空家等の定期的な調査とデータベース化

・空家等所有者等への適正管理や利活用等に向けた情報提供

・空家バンクの構築、お試し居住住宅の改修など定住・移住促進施策の推進

・定住・移住施策と連携した産業振興・観光交流・子育て等各種施策の推進

・特定空家等に対する対策の措置 など

空家等対策における連携内容
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（２）利尻町空家等対策協議会の設置 

専門家も含めた空家等対策協議会を設置し、空家等対策の実施に関する協議などを進める

とともに、社会経済状況の変化や空家等対策の効果等を見極め、必要に応じて空家等対策計

画の変更、見直しを行っていきます。 

 
●空家等対策協議会の設置イメージ 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 
●空家等対策協議会の協議事項 
 

① 空家等対策計画の変更に関すること 
② 空家等の利活⽤に関すること 
③ 特定空家等に対する認定及び措置に関すること 
④ 空家及び特定空家等に関する必要な調査、啓発活動に関すること 
⑤ その他必要な事項 
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●空家等対策計画のフォローアップ 
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６．計画策定の経過等 
 

（１）計画策定の経過 

【計画策定の経過】 

会議名 年月日 内容 場所 

第 1回利尻町空家等
対策計画検討会議 

令和 2年 10月 28日 町の空家の現状や空
家発生により生じる
課題等について 

利尻町役場大会議室 

第 2回利尻町空家等
対策計画検討会議 

令和 2年 12月 2日 空家等対策計画素案
について 

利尻町役場大会議室 

第 3回利尻町空家等
対策計画検討会議 

令和 3年 2月 17日 空家等対策計画素案
について 

利尻町役場大会議室 

 

（２）策定検討会議参加者名簿 

 

職 氏名 備考 

総務課長 小玉 喜衛  

くらし支援課長 佐野 洋之  

くらし支援課長補佐 鎌田 美鈴  

まち産業推進課長 宮田 秀彦  

まち産業推進課商工観光振興係長 小坂 勝哉  

まち環境整備課長補佐 中川 篤志  

まち環境整備課土木建築係長 星田 友和  

教育委員会教育課長 関根 智敏  

仙法志支所長 古谷 恵一  

まちづくり政策課長 佐藤 弘人 事務局 

まちづくり政策課定住移住推進係長 荒木 克則 事務局 

特定非営利活動法人離島経済新聞社 大久保 昌宏 事務局（策定委託事業者） 

特定非営利活動法人離島経済新聞社 八木橋 舞子 事務局（策定委託事業者） 

有限会社 OM環境計画研究所 大森 淳平 事務局（策定委託事業者） 

合同会社オフィスキャンプ 坂本 大祐 事務局（策定委託事業者） 
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（３）町民意見提出制度（パブリックコメント） 

 
  利尻町空家等対策計画を策定するにあたり、町⺠の皆様から広く意⾒をい 

ただきたく、「利尻町空家等対策計画（素案）」を公表し、意⾒募集（パブリ 
ックコメント）を実施しましたので、その結果を公表します。 
 
【集計結果等】 
１）意⾒募集期間 2021 年 2 ⽉ 23 ⽇（⽕）〜2021 年 3 ⽉ 1 ⽇（⽉） 
２）意⾒提出⽅法別の提出⼈数及び意⾒数 
 

提出方法 提出人数（人） 

郵送 0 

持参 0 

FAX 0 

E メール 0 

合計 0 

 
 


